
埼玉県中小企業制度融資要綱 新旧対照表 
改正後 現行 

第１～第３  （略） 

 

 

 

第４ 各資金（貸付）の融資条件 

１ 事業資金（一般貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．７％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．６％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．５％以内 

(５)～(12) （略） 

 

 

 

２ 事業資金（短期貸付） 

(１)～(２) （略） 

(３)融資限度

額 

中小企業者 信用保証を付するもの  ３，０００万円 

      信用保証を付さないもの ３，０００万円 

      信用保証を付するものと付さないものの併用 合計６，０００万円 

認定組合及びその組合員 ６，０００万円 

(４)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 

３ 小規模事業資金 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．６％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．５％以内 
融資期間が３年以内の場合     年１．４％以内 
ただし、経営革新計画（＊）の承認を受けてから５年未満の者にあっては、次の特例を適
用する 
融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．５％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．４％以内 
融資期間が３年以内の場合     年１．３％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 

３の２ 小規模事業資金の借換制度（再借換を含む。） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超７年以内の場合 年１．６％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合 年１．５％以内 
融資期間が１年超３年以内の場合 年１．４％以内 
ただし、経営革新計画（＊）の承認を受けてから５年未満の者にあっては、次の特例を適
用する 
融資期間が５年超７年以内の場合 年１．５％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合 年１．４％以内 
融資期間が１年超３年以内の場合 年１．３％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 

第１～第３  （略） 

 

 

 

第４ 各資金（貸付）の融資条件 

１ 事業資金（一般貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．６％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．５％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．４％以内 

(５)～(12) （略） 

 

 

 

２ 事業資金（短期貸付） 

(１)～(２) （略） 

(３)融資限度

額 

中小企業者 信用保証を付するもの  ２，０００万円 

      信用保証を付さないもの ２，０００万円 

      信用保証を付するものと付さないものの併用 合計４，０００万円 

認定組合及びその組合員 ５，０００万円 

(４)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 

３ 小規模事業資金 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．５％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．４％以内 
融資期間が３年以内の場合     年１．３％以内 
ただし、経営革新計画（＊）の承認を受けてから５年未満の者にあっては、次の特例を適
用する 
融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．４％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．３％以内 
融資期間が３年以内の場合     年１．２％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 

３の２ 小規模事業資金の借換制度（再借換を含む。） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超７年以内の場合 年１．５％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合 年１．４％以内 
融資期間が１年超３年以内の場合 年１．３％以内 
ただし、経営革新計画（＊）の承認を受けてから５年未満の者にあっては、次の特例を適
用する 
融資期間が５年超７年以内の場合 年１．４％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合 年１．３％以内 
融資期間が１年超３年以内の場合 年１．２％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 



４ 起業家育成資金 

(１)～（３） （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．２％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．１％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．０％以内 

(５)～(11) （略） 

(12)申込書添付書類（２部うち原本１部） 

ア～ケ （略） 

コ （１）エの場合 事業経験の内容を記載した資格要件申告書（様式８－２） 

サ～セ （略） 

＊１～＊６ （略） 

 

 

 

５ 設備投資促進資金 

(１)融資対象

者 

次のアからオのいずれかに該当する中小企業者、中小企業組合 

（削除） 

 

 

 

 

 

ア 人手不足の解消又は緩和のために、人手の省力化につながる設備投資を行う者 

イ シニア、女性及び障害者等の職場環境の整備や、活躍の場の拡大のために設備投資を

行う者 

（削除） 

ウ カーボンニュートラルの実現につながる設備投資（＊１）を行う者 

エ ＤＸの推進のための設備投資（＊２）を行う者 

オ 事業再構築の推進のため補助金（＊３）を受けて設備投資を行う者 

(２)～(３) （略） 

(４)融資利率 (１)ア及びイにあっては、 

融資期間が１０年超１５年以内の場合 年１．５％以内 

融資期間が５年超１０年以内の場合  年１．３％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合   年１．２％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合   年１．１％以内 

(１)ウからオにあっては、 

融資期間が１０年超１５年以内の場合 年１．４％以内 

融資期間が５年超１０年以内の場合  年１．２％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合   年１．１％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合   年１．０％以内 

(５)～(11) （略） 

(12)申込書添付書類（２部（ケ、コ、サは３部）うち原本１部） 

ア～ク （略） 

ケ （１）ア及びイの場合 設備投資促進資金に係る認定書（様式１４－１）（（１）アで中小企業省力化投

資補助金又は中小企業人手不足対応支援事業による補助金（＊４）の場合は事業計画書及び交付決定通

知書等の写しに代えることができる。） 

コ (１)ウの場合 設備投資促進資金に係る認定書（カーボンニュートラル実現につながる設備投資）(様

式１４－３) 

サ (１)エの場合 設備投資促進資金に係る認定書（ＤＸ推進のための設備投資）(様式１４－４) 

シ (１)オで中小企業等事業再構築促進補助金の場合 事業計画書及び交付決定通知書等の写し 

ス (１)オで埼玉県経営革新デジタル活用支援事業補助金又は埼玉県経営革新グリーン分野進出支援事業

補助金の場合 実施計画書及び交付決定通知書等の写し 

セ～ソ （略） 

＊１～＊２ （略） 

＊３ 「補助金」 次のア又はイに掲げるものに限る 

  ア 「中小企業等事業再構築促進補助金」 経済産業省の中小企業等事業再構築促進補助金の採択を受けた補

４ 起業家育成資金 

(１)～（３） （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．１％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．０％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年０．９％以内 

(５)～(11) （略） 

(12)申込書添付書類（２部うち原本１部） 

ア～ケ （略） 

コ （１）エの場合 開始する事業概要と過去の事業経験の内容を記載した資格要件申告書（様式８－２） 

サ～ソ （略） 

＊１～＊６ （略） 

 

 

 

５ 設備投資促進資金 

(１)融資対象

者 

次のアからキのいずれかに該当する中小企業者、中小企業組合 

ア 次の（ア）又は（イ）のいずれかの成長分野に進出する者（申込時に当該事業に係る

工場、店舗、機械設備等の取得が具体化しているなど、客観的に成長分野における事業

に着手していると認められる者）又は成長分野における事業を営んでいる者であって、

計画を定めて設備投資を行う者 

（ア）健康づくり・長寿社会対応事業 

（イ）女性活躍支援事業 

イ 人手不足の解消又は緩和のために、人手の省力化につながる設備投資を行う者 

ウ シニア、女性及び障害者等の職場環境の整備や、活躍の場の拡大のために設備投資を

行う者 

エ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策を実施するための設備投資を行う者 

オ カーボンニュートラルの実現につながる設備投資（＊１）を行う者 

カ ＤＸの推進のための設備投資（＊２）を行う者 

キ 事業再構築の推進のため補助金（＊３）を受けて設備投資を行う者 

(２)～(３) （略） 

(４)融資利率 (１)アからエにあっては、 

融資期間が１０年超１５年以内の場合 年１．４％以内 

融資期間が５年超１０年以内の場合  年１．２％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合   年１．１％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合   年１．０％以内 

(１)オからキにあっては、 

融資期間が１０年超１５年以内の場合 年１．３％以内 

融資期間が５年超１０年以内の場合  年１．１％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合   年１．０％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合   年０．９％以内 

(５)～(11) （略） 

(12)申込書添付書類（２部（ケ、コ、サは３部）うち原本１部） 

ア～ク （略） 

ケ （１）アからエの場合 設備投資促進資金に係る認定書（様式１４－１） 

 

 

コ (１)オの場合 設備投資促進資金に係る認定書（カーボンニュートラル実現につながる設備投資）(様

式１４－３) 

サ (１)カの場合 設備投資促進資金に係る認定書（ＤＸ推進のための設備投資）(様式１４－４) 

シ (１)キで中小企業等事業再構築促進補助金の場合 事業計画書及び交付決定通知書等の写し 

ス (１)キで埼玉県経営革新デジタル活用支援事業補助金又は埼玉県経営革新グリーン分野進出支援事業

補助金の場合 実施計画書及び交付決定通知書等の写し 

セ～ソ （略） 

＊１～＊２ （略） 

＊３ 「補助金」 次のア又はイに掲げるものに限る 

  ア 「中小企業等事業再構築促進補助金」 経済産業省令和２年度、令和３年度及び令和４年度補正予算事業



助事業者に対する補助金 

  イ （略） 

＊４ 「中小企業省力化投資補助金又は中小企業人手不足対応支援事業による補助金」 次のア又はイに掲げるも

のに限る。 

  ア 「中小企業省力化投資補助金」 経済産業省の中小企業省力化投資補助金の採択を受けた補助事業者に対

する補助金 

  イ 「中小企業人手不足対応支援事業による補助金」 埼玉県の中小企業人手不足対応支援事業による補助金

の採択を受けた補助事業者に対する補助金 

 

 

 

６ 産業創造資金（経営革新計画促進貸付） 

(１)～（３） （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．３％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．２％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．１％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 

７ 産業創造資金（事業承継特別貸付） 

(１)～（３） （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．３％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．２％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．１％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ 申込日が、法第２条第６項の規定に基づき、内外の金融秩序の混乱その他の事象が突発的に生じたため、

我が国の中小企業に著しい信用の収縮が全国的に生じていると経済産業省が認める場合に係る期間中であ

る場合においては、当該期間の始期の前日でも差し支えない。ただし、令和２年経済産業省告示第３６号に

より経済産業大臣が指定した事由として指定した期間中（経済産業大臣が延長したときは、その延長した期

間を含む。）である場合においては、令和２年経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認めた場合と

して指定した期間の始期の前日でも差し支えない。産業創造資金（事業承継支援貸付）(１)イにおいて同じ。 

 

 

 

 

８ 産業創造資金（事業承継支援貸付） 

(１)融資対象

者 

中小企業者 次のアからウのいずれかに該当する者 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イ若しくはロの認定を受けた会社、同項第２

号イ若しくはロの認定を受けた個人又は同項第１号イの認定を受けた会社の代表者（経

営承継関連保証、経営承継準備関連保証又は特定経営承継関連保証） 

イ 経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ハの認定を受けた会社であって、保証協会へ

「中小企業等事業再構築促進補助金」の採択を受けた補助事業者に対する補助金 

  イ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 産業創造資金（経営革新計画促進貸付） 

(１)～（３） （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．２％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．１％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．０％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ （略） 

 

 

 

７ 産業創造資金（事業承継特別貸付） 

(１)～（３） （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．２％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．１％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．０％以内 

(５)～(12) （略） 

＊ 申込日が、法第２条第６項の規定に基づき、内外の金融秩序の混乱その他の事象が突発的に生じたため、

我が国の中小企業に著しい信用の収縮が全国的に生じていると経済産業省が認める場合に係る期間中であ

る場合においては、当該期間の始期の前日でも差し支えない。ただし、令和２年経済産業省告示第３６号に

より経済産業大臣が指定した事由として指定した期間中（経済産業大臣が延長したときは、その延長した期

間を含む。）である場合においては、令和２年経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認めた場合と

して指定した期間の始期の前日でも差し支えない。産業創造資金（事業承継支援貸付）(１)イ（イ）におい

て同じ。 

 

 

 

８ 産業創造資金（事業承継支援貸付） 

(１)融資対象

者 

中小企業者 次のア又はイのいずれかに該当する者 

ア 次の（ア）から（エ）のいずれかに該当する者（（イ）から（エ）に該当する場合、 

 第３の１(２)に該当することを要しない。また、（イ）から（エ）で事業税等の納期限 

 が到来していない場合、第３の１(３)に該当することを要しない。） 

（ア）親族内承継（３親等内の親族に限る。以下同じ。）又は役員・従業員承継により、 

  代表者を交代しようとする法人又は代表者が交代してから２年未満の法人 

（イ）親族内承継又は役員・従業員承継により、第３の１に該当する個人から事業の引継 

  ぎを受けてから２年未満の者 

（ウ）経営者の後継者が不在の法人（第３の１に該当する者に限る。）からＭ＆Ａ（株式 

  譲渡、事業譲渡等をいう。）により事業の譲渡を受けようとする法人又は事業の譲渡 

  を受けてから２年未満の法人 

（エ）後継者不在の個人（第３の１に該当する者に限る。）から事業の譲渡を受けようと 

  する者又は事業の譲渡を受けてから２年未満の者 

イ 次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する者 

（ア）経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イ若しくはロの認定を受けた会社又は同

項第２号の認定を受けた個人（経営承継関連保証又は経営承継準備関連保証） 

 

（イ）経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ハの認定を受けた会社であって、保証協会



の申込日直前の決算において、法人・個人の分離がなされており、かつ、保証協会への

申込日において返済緩和している借入金がないもの（経営承継準備関連保証） 

ウ 経営承継円滑化法第１２条第１項第３号の認定を受けた事業を営んでいない個人（特

定経営承継準備関連保証） 

(２)資金使途 設備資金 経営承継円滑化法第１２条第１項第１号、第２号又は第３号の認定を受けた議

決権株式等又は事業用資産等（事業に不可欠であって、建物が存する土地及び申込時に

おいて設置済みの設備を含む。）の取得のため必要なものに限る 

 

 

 

 

運転資金 経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イ又は第２号イの認定を受けた事由の

ため必要なもの又は事業用資産等に限る（次のアからウに掲げるものを除く。） 

 

 

ア 相続税又は贈与税の納税資金 

イ 他の共同相続人に対して負担する債務の返済資金 

ウ 遺留分の減殺を受けた場合に事業用資産等の返還義務を免れるための価格弁償  

資金 

 

(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．５％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．４％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．３％以内 

(５)～（６） （略） 

(７)信用保証 付する。保証料率は年０．４５％～１．６４％以内（(１)アは経営承継関連保証、経営承

継準備関連保証又は特定経営承継関連保証、(１)イは経営承継準備関連保証、（１）ウは特

定経営承継準備関連保証） 

ただし、（１）イの場合を除き、横断的制度を適用する場合は横断的制度要綱に定める信用

保証料率を上乗せする 

(12)申込書添付書類（２部うち原本１部） 

ア～ク （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

ケ 次の（ア）及び（イ）に掲げる書類 

（ア）経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イからハ、第２号又は第３号の認定書の写し、認定申請書

の写し及び認定申請の提出書類の写し 

（イ）保証協会所定の財務要件等確認書（(１)イの場合に限る。） 

コ 横断的制度を適用する場合 保証協会所定の事業者選択型経営者保証非提供制度要件確認書兼誓約書 

サ 経営者保証を提供する場合 保証協会所定の「経営者保証に関するガイドライン」等に係るご説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

への申込日直前の決算において、法人・個人の分離がなされており、かつ、保証協会

への申込日において返済緩和している借入金がないもの（経営承継準備関連保証） 

（新設） 

 

(２)資金使途 設備資金 次のア又はイに掲げるものに限る 

 ア (１)アの場合 承継する事業の実施に必要なもの（事業に不可欠であって、建物 

  が存する土地の取得資金を含む。） 

 イ (１)イの場合 経営承継円滑化法第１２条第１項第１号又は第２号の認定を受け 

  た議決権株式等又は事業用資産等（土地及び申込時において設置済みの設備を含む。 

  以下同じ。）の取得のため必要なもの 

 

運転資金 次のア又はイに掲げるものに限る 

 ア (１)アの場合 承継する事業の実施に必要なもの 

 イ (１)イの場合 経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イ又は第２号イの認定 

  を受けた事由のため必要なもの（次の（ア）から（ウ）に掲げるものを除く。） 

（ア）相続税又は贈与税の納税資金 

（イ）他の共同相続人に対して負担する債務の返済資金 

（ウ）遺留分の減殺を受けた場合に事業用資産等の返還義務を免れるための価格弁償 

   資金 

 

(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．４％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．３％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．２％以内 

(５)～（６） （略） 

(７)信用保証 付する。保証料率は年０．４５％～１．６４％以内（(１)イ（ア）は経営承継関連保証又

は経営承継準備関連保証、(１)イ（イ）は経営承継準備関連保証） 

 

ただし、（１）イ（イ）の場合を除き、横断的制度を適用する場合は横断的制度要綱に定め

る信用保証料率を上乗せする 

(12)申込書添付書類（２部うち原本１部） 

ア～ク （略） 

ケ (１)アの場合 次の（ア）から（エ）に掲げる書類 

（ア）事業承継計画書（事業承継支援貸付用）(様式１０) 

（イ）事業承継に係る同意書(様式１１)及び事業承継に係る契約書の写し（親族内承継及び法人の代表者 

  交代の場合を除く。） 

（ウ）被承継者に係るアからウに定める書類 

（エ）法人の登記事項証明書又は商業登記簿謄本の写し 

コ (１)イの場合 次の（ア）及び（イ）に掲げる書類 

（ア）経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イからハ又は第２号の認定書の写し、認定申請書の写し及

び認定申請の提出書類の写し 

（イ）保証協会所定の財務要件等確認書（(１)イ（イ）の場合に限る。） 

サ 横断的制度を適用する場合 保証協会所定の事業者選択型経営者保証非提供制度要件確認書兼誓約書 

シ 経営者保証を提供する場合 保証協会所定の「経営者保証に関するガイドライン」等に係るご説明  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ 産業創造資金（社会貢献企業等優遇貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．５％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．４％以内 
融資期間が３年以内の場合     年１．３％以内 

(５)～(12) （略） 

＊１～＊３ （略） 

 
 
 
１０ 産業創造資金（海外投資貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．５％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．４％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．３％以内 

(５)～（12） （略） 

 

 

 

１１ 産業創造資金（産業立地貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１５年以内の場合 年１．７％以内 
     （信用保証を付する場合、年１．６％以内） 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．６％以内 
     （信用保証を付する場合、年１．５％以内） 
融資期間が１年超３年以内の場合  年１．５％以内 
     （信用保証を付する場合、年１．４％以内） 

(５)～（11） （略） 

(12) 埼玉県中小企業制度融資申込書（様式１－３）（２部（保証を付する場合は３部））添付書類（２部（保

証を付する場合は３部）うち原本１部） 

ア～サ （略） 

シ (１)イ(ア)～(ウ)の場合 工場立地に係る各市町村への届出書（当該届出に対して市町村の意見等が付

された場合には、その意見等の内容が記載された書類を含む。）の写し（工場立地法で定める市町村への

届出対象に該当しない工場の建築、取得又は敷地の拡張を行う場合は、埼玉県産業創造資金（産業立地貸

付）工場新設（変更）計画申出書(様式１８)） 

ス～ナ （略） 

＊１～＊５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 産業創造資金（社会貢献企業等優遇貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．４％以内 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．３％以内 
融資期間が３年以内の場合     年１．２％以内 

(５)～(12) （略） 

＊１～＊３ （略） 

 
 
 
１０ 産業創造資金（海外投資貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．４％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．３％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．２％以内 

(５)～（12） （略） 

 

 

 

１１ 産業創造資金（産業立地貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１５年以内の場合 年１．６％以内 
     （信用保証を付する場合、年１．５％以内） 
融資期間が３年超５年以内の場合  年１．５％以内 
     （信用保証を付する場合、年１．４％以内） 
融資期間が１年超３年以内の場合  年１．４％以内 
     （信用保証を付する場合、年１．３％以内） 

(５)～（11） （略） 

(12) 埼玉県中小企業制度融資申込書（様式１－３）（２部（保証を付する場合は３部））添付書類（２部（保

証を付する場合は３部）うち原本１部） 

ア～サ （略） 

シ (１)イ(ア)～(ウ)の場合 工場立地に係る各市町村への計画申請書及び許可書の写し 

 

 

 

ス～ナ （略） 

＊１～＊５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１２ 経営安定資金（大臣指定等貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．３％以内（特定関連業種は年１．４％以内） 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．２％以内（特定関連業種は年１．３％以内） 
融資期間が１年超３年以内の場合  年１．１％以内（特定関連業種は年１．２％以内） 

(５)～（12） （略） 

＊１～＊２ （略） 

 

 

 
１２の２ 経営安定資金（知事指定等貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．４％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．３％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．２％以内 

(５)～（12） （略） 

＊ （略） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 経営安定資金（大臣指定等貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．２％以内（特定関連業種は年１．３％以内） 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．１％以内（特定関連業種は年１．２％以内） 
融資期間が１年超３年以内の場合  年１．０％以内（特定関連業種は年１．１％以内） 

(５)～（12） （略） 

＊１～＊２ （略） 

 

 

 
１２の２ 経営安定資金（知事指定等貸付） 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．３％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．２％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．１％以内 

(５)～（12） （略） 

＊ （略） 

 

 

 

ただし、融資対象者がエネルギー・原材料価格高騰の影響を受けている場合にあっては、表を次のとおり読み 

替える。 

(１)融資対象

者 

中小企業者、中小企業組合 知事が指定する業種（知事指定特定業種）に属する者であって、

エネルギー・原材料価格高騰の影響を受けており、原則として最近１か月の売上総利益率又

は営業利益率が過去２年のうちいずれかの同月と比較して５％以上減少している者（特定業

種関連） 

(２)資金使途 運転資金 経営の安定に必要なものに限る 

(３)融資限度

額 

融資限度額は関連ごととする。なお、平成２０年３月３１日以前実行分の経営安定資金特定

業種貸付（知事指定）の残高がある場合、特定業種関連に含むものとする。 

運転資金 ８，０００万円 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．０％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年０．９％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年０．８％以内 

(５)融資期間 運転資金 １年超１０年以内 

(６)償還方法 ３年以内据置元金均等月賦償還 

(７)信用保証 付する。保証料率は年０．４５％～１．５９％以内 

ただし、横断的制度を適用する場合は横断的制度要綱に定める信用保証料率を上乗せする。 

(９)保証人 個人 原則として不要 

法人 原則として代表者以外の連帯保証人は不要 

      ただし、横断的制度を適用する場合は不要 

(10)受付機関 中小企業者  商工会議所・商工会 

中小企業組合 中央会 

(11)金融機関 取扱金融機関 

(12) 申込書添付書類（２部（エは３部）うち原本１部） 

ア 事業税等の納税証明書等 

イ 最新２期分（２期目の確定申告又は決算が終了していない者は１期分）の確定申告書（決算書）の写し

（特定非営利活動法人の場合は事業報告書等の写しを含む。） 

ウ 許認可等が必要な場合 許可書等の写し（第３の１(４)ただし書の場合は当該許認可等を取得後速や 

 かに提出） 

エ 商工会議所・商工会及び中央会の発行する経営安定資金知事指定等貸付特定業種関連に係る認定書(様

式２１－２） 

オ 横断的制度を適用する場合 保証協会所定の事業者選択型経営者保証非提供制度要件確認書兼誓約書 

カ 経営者保証を提供する場合 保証協会所定の「経営者保証に関するガイドライン」等に係るご説明 

 

 

 



１３ 伴走支援型経営改善資金 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 (１)ア並びにイ及びウのうち責任共有制度の対象除外の場合にあっては、 

融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．１％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．０％以内 

融資期間が３年以内の場合     年０．９％以内 

(１)イ及びウのうち責任共有制度の対象の場合にあっては、 

融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．２％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．１％以内 

融資期間が３年以内の場合     年１．０％以内 

(５)～（13） （略） 

(14)取扱期間 令和４年４月１日から令和６年６月３０日までに保証申込を受け付けたもので、かつ令和

４年４月１日から令和６年８月３１日までに融資実行されたものとする  

(15) （略） 

＊１～＊６ （略） 

 

 

 

１４ 要件緩和型経営安定資金＜経営あんしん資金＞ 

(１)融資対象

者 

中小企業者、中小企業組合 次のアからオのいずれかに該当する者（オに該当し、県内

で客観的に事業に着手していると認められる場合、第３の１（２）に該当することを要

しない。） 

ア 最近３か月（原則として申込月の直近の３か月をいう。以下同じ。）の平均売上高、

平均売上総利益率又は平均営業利益率が過去５年のうちいずれかの同期と比較して減

少している者。ただし、これらの期間の平均売上総利益率又は平均営業利益率の算出

が困難な場合にあっては、直近期とその前期の決算書等における平均売上総利益率又

は平均営業利益率の比較によることができる 

イ 今後３か月（申込月の翌月を含めたいずれかの連続する３か月をいう。）の平均売

上高、平均売上総利益率又は平均営業利益率が過去５年のうちいずれかの同期と比較

して減少することが融資申込時において確実に見込まれる者。ただし、これらの期間

の平均売上総利益率又は平均営業利益率の算出が困難な場合にあっては、申込日の属

する期の決算見込とその前期の決算書等における平均売上総利益率又は平均営業利益

率の比較によることができる 

ウ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けており、最近１か月（原則として申込月の

直近の１か月をいう。以下同じ。）の売上高、売上総利益率又は営業利益率が過去５年

のうちいずれかの同月と比較して減少している者 

エ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けており、今後１か月（原則として申込月の

翌月をいう。）の売上高、売上総利益率又は営業利益率が過去５年のうちいずれかの同

月と比較して減少することが融資申込時において確実に見込まれる者 

オ （略） 

(２)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．６％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．５％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．４％以内 

(５)～（12） （略） 

 

 

 

１５ 企業パワーアップ資金 （略） 

 

 

 

１６ 借換資金（再借換を含む。） （略） 

 

 

 

１３ 伴走支援型経営改善資金 

(１)～(３) （略） 

(４)融資利率 (１)ア並びにイ及びウのうち責任共有制度の対象除外の場合にあっては、 

融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．０％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年０．９％以内 

融資期間が３年以内の場合     年０．８％以内 

(１)イ及びウのうち責任共有制度の対象の場合にあっては、 

融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．１％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．０％以内 

融資期間が３年以内の場合     年０．９％以内 

(５)～（13） （略） 

(14)取扱期間 令和４年４月１日から令和６年３月３１日までに実行されたものとする 

 

(15) （略） 

＊１～＊６ （略） 

 

 

 

１４ 要件緩和型経営安定資金＜経営あんしん資金＞ 

(１)融資対象

者 

中小企業者、中小企業組合 次のアからオのいずれかに該当する者（オに該当し、県内

で客観的に事業に着手していると認められる場合、第３の１（２）に該当することを要

しない。） 

ア 最近３か月（原則として申込月の直近の３か月をいう。以下同じ。）の平均売上高、

平均売上総利益率又は平均営業利益率が過去４年のうちいずれかの同期と比較して減

少している者。ただし、これらの期間の平均売上総利益率又は平均営業利益率の算出

が困難な場合にあっては、直近期とその前期の決算書等における平均売上総利益率又

は平均営業利益率の比較によることができる 

イ 今後３か月（申込月の翌月を含めたいずれかの連続する３か月をいう。）の平均売

上高、平均売上総利益率又は平均営業利益率が過去４年のうちいずれかの同期と比較

して減少することが融資申込時において確実に見込まれる者。ただし、これらの期間

の平均売上総利益率又は平均営業利益率の算出が困難な場合にあっては、申込日の属

する期の決算見込とその前期の決算書等における平均売上総利益率又は平均営業利益

率の比較によることができる 

ウ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けており、最近１か月（原則として申込月の

直近の１か月をいう。以下同じ。）の売上高、売上総利益率又は営業利益率が過去４年

のうちいずれかの同月と比較して減少している者 

エ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けており、今後１か月（原則として申込月の

翌月をいう。）の売上高、売上総利益率又は営業利益率が過去４年のうちいずれかの同

月と比較して減少することが融資申込時において確実に見込まれる者 

オ （略） 

(２)～(３) （略） 

(４)融資利率 融資期間が５年超１０年以内の場合 年１．５％以内 

融資期間が３年超５年以内の場合  年１．４％以内 

融資期間が１年超３年以内の場合  年１．３％以内 

(５)～（12） （略） 

 
 

 

１５ 企業パワーアップ資金 （略） 

 

 

 

１６ 借換資金（再借換を含む。） （略） 

 

 

 



第５ 融資手続き 

１ （略） 

 

２ 受付機関は、個人情報の取扱いに係る説明書を申込者に交付し、同意の意思を確認した上で申込書及び添付書

類の記載内容等を確認し、次の各号に掲げる場合に定めるとおり書類作成等を行い、要綱に合致すると認められ

る場合には申込書に受付印を押印して受け付ける。また、作成した書類も併せて申込書４部のうち１部を申込者

に、２部を申込者経由で取扱金融機関に送付し、１部を最長融資期間の間、保管する。 

  受付の際には、要綱上の要件だけではなく、金融機関や保証協会の審査に係る事項等についても指導・助言に

努めるものとする。 

なお、申込者から取下げの申し出があった場合は、申込者に取下書(様式２４)を提出させ、３年間保管する。 

（１） （略） 

（２）小規模事業資金・起業家育成資金（開業後１年以上の場合又は分社化を除く。） 次のア又はイに定める事項

を確認し、埼玉県中小企業制度融資申込書の受付機関記入欄に必要事項を記載する。 

  ア （略） 

  イ 小規模事業資金・起業家育成資金（開業後１年以上の場合又は分社化を除く。）の場合 次の（ア）から

（オ）の事項の該当の有無。（いずれも該当しない場合は、現地調査を実施して現地調査報告書(様式２６)を

作成し、原本１部・写し１部を密封した封筒に入れて申込者経由で取扱金融機関に送付し、写し１部を保管

する。ただし、取扱金融機関の承諾を得た場合にあっては、電磁的方法を用いた取扱金融機関への送信をも

って、密封した封筒に入れた申込者経由での取扱金融機関への送付に代えることができる。） 

  （ア）～（イ） （略） 

  （ウ）受付機関が最近１年以内に申込者から制度融資又は日本政策金融公庫の融資の申込を受け付け、融資実

行の実績を確認している。 

  （エ）～（オ） （略） 

（３）～（５） （略） 

 

３ 商工会議所・商工会及び中央会は、次の各号に掲げる資金の申込者（商工会議所・商工会にあっては中小企業

者、中央会にあっては中小企業組合）に対し、各号に定めるとおり書類作成等を行う。 

（１） （略） 

（２）経営安定資金（知事指定等貸付）特定業種関連 経営安定資金知事指定等貸付特定業種関連に係る認定書（様

式２１）を作成する。 

 

４～５ （略） 

 

 

第６ 融資実行後等の手続き 

１ （略） 

 

２ 取扱金融機関は、融資実行後、速やかに埼玉県中小企業制度融資報告書(様式３３)を受付機関に提出し、次の

各号に掲げる場合は、各号に定めるとおりとする。 

（１）～（３） （略） 

（４）申込者が、法第２条第６項の規定に基づく特例中小企業者として保証協会から保証承諾を受け、制度融資を利

用した場合 次のアからウに定めるとおりとする。 

  ア （略） 

  イ 半期に一度、保証協会に対し、電磁的方法等によりモニタリング内容を報告する。ただし、報告期間が法

第２条第６項の経済産業大臣が認める日から１年以内の期間（同項に定める信用の収縮の状況を勘案し、経

済産業大臣が１年を限り当該期間を延長したときは、その延長した期間を含む。）（以下「危機指定期間」と

いう。）中であるときは、原則として危機指定期間終了後に報告するものとする。 

  ウ （略） 

（５） （略） 

（６）申込者が、法第２条第５項第４号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る。）の規定に基づく特定中小

企業者として保証協会から保証承諾を受け、制度融資を利用した場合 次のアからウに定めるとおりとする。 

  ア （略） 

  イ 半期に一度、保証協会に対し、電磁的方法等によりモニタリング内容を報告する。 

  ウ （略） 

（７）起業家育成資金のうち（１）オの場合 次のアからイに定めるとおりとする。 

  ア （略） 

  イ 申込者がガバナンス体制の整備に関するチェックを受けた月の翌月以降に到来する４月又は１０月のい

第５ 融資手続き 

１ （略） 

 

２ 受付機関は、個人情報の取扱いに係る説明書を申込者に交付し、同意の意思を確認した上で申込書及び添付書

類の記載内容等を確認し、次の各号に掲げる場合に定めるとおり書類作成等を行い、要綱に合致すると認められ

る場合には申込書に受付印を押印して受け付ける。また、作成した書類も併せて申込書４部のうち１部を申込者

に、２部を申込者経由で取扱金融機関に送付し、１部を最長融資期間の間、保管する。 

  受付の際には、要綱上の要件だけではなく、金融機関や保証協会の審査に係る事項等についても指導・助言に

努めるものとする。 

なお、申込者から取下げの申し出があった場合は、申込者に取下書(様式２４)を提出させ、３年間保管する。 

（１） （略） 

（２）小規模事業資金・起業家育成資金（開業後１年以上の場合又は分社化を除く。） 次のア又はイに定める事項

を確認し、埼玉県中小企業制度融資申込書の受付機関記入欄に必要事項を記載する。 

  ア （略） 

  イ 小規模事業資金・起業家育成資金（開業後１年以上の場合又は分社化を除く。）の場合 次の（ア）から

（オ）の事項の該当の有無。（いずれも該当しない場合は、現地調査を実施して現地調査報告書(様式２６)を

作成し、原本１部・写し１部を密封した封筒に入れて申込者経由で取扱金融機関に送付し、写し１部を保管

する。） 

 

  （ア）～（イ） （略） 

  （ウ）受付機関が最近１年以内に申込者から制度融資又は日本政策金融公庫の融資の申込を受けている。 

  （エ）～（オ） （略） 

（３）～（５） （略） 

 

 

３ 商工会議所・商工会及び中央会は、次の各号に掲げる資金の申込者（商工会議所・商工会にあっては中小企業

者、中央会にあっては中小企業組合）に対し、各号に定めるとおり書類作成等を行う。 

（１） （略） 

（２）経営安定資金（知事指定等貸付）特定業種関連 経営安定資金知事指定等貸付特定業種関連に係る認定書（様

式２１又は様式２１－２）を作成する。 

 

４～５ （略） 

 

 

第６ 融資実行後等の手続き 

１ （略） 

 

２ 取扱金融機関は、融資実行後、速やかに埼玉県中小企業制度融資報告書(様式３３)を受付機関に提出し、次の

各号に掲げる場合は、各号に定めるとおりとする。 

（１）～（３） （略） 

（４）申込者が、法第２条第６項の規定に基づく特例中小企業者として保証協会から保証承諾を受け、制度融資を利

用した場合 次のアからウに定めるとおりとする。 

  ア （略） 

  イ 半期に一度、保証協会に対し、保証協会所定の方法によりモニタリング内容を報告する。ただし、報告期

間が法第２条第６項の経済産業大臣が認める日から１年以内の期間（同項に定める信用の収縮の状況を勘案

し、経済産業大臣が１年を限り当該期間を延長したときは、その延長した期間を含む。）（以下「危機指定期

間」という。）中であるときは、原則として危機指定期間終了後に報告するものとする。 

  ウ （略） 

（５） （略） 

（６）申込者が、法第２条第５項第４号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る。）の規定に基づく特定中小

企業者として保証協会から保証承諾を受け、制度融資を利用した場合 次のアからウに定めるとおりとする。 

  ア （略） 

  イ 半期に一度、保証協会に対し、保証協会所定の方法によりモニタリング内容を報告する。 

  ウ （略） 

（７）起業家育成資金のうち（１）オの場合 次のアからイに定めるとおりとする。 

  ア （略） 

  イ 申込者がガバナンス体制の整備に関するチェックを受けた月の翌月以降に到来する４月又は１０月のい



ずれか早い月に、ガバナンスチェックシートの写しを電磁的方法等により保証協会に提出する。 

    なお、提出しなかった場合は、当該案件に係る代位弁済請求を行う時にその理由を記載した書面を保証協

会に対し提出する。 

  

３～４ （略） 

 

第７～第１０ （略） 

 

    附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

（中略） 

 

    附 則 

１ この要綱は、令和６年３月１５日から施行する。 

２ 改正前の要綱に基づいて融資された資金については、なお従前の例による。 

 

    附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正前の要綱に基づいて融資された資金については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ずれか早い月に、ガバナンスチェックシートの写しを保証協会に提出する。 

    なお、提出しなかった場合は、当該案件に係る代位弁済請求を行う時にその理由を記載した書面を保証協

会に対し提出する。 

 

３～４ （略） 

 

第７～第１０ （略） 

 

    附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

（中略） 

 

    附 則 

１ この要綱は、令和６年３月１５日から施行する。 

２ 改正前の要綱に基づいて融資された資金については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式１ 

 

 

 

 

 

様式１－２～様式６ （略） 

様式１ 

 

 
 

 

 

様式１－２～様式６ （略） 



様式８－１ 

 

 

 

 

 

 

 

様式８－１ 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式８－２ 

 

 

 

 

 

 

 

様式８－２ 

 

 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１０ 

 

 
 

 

 

 



（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１２～様式１３  （略） 

様式１１ 

 

 

 

 

 

 

様式１２～様式１３  （略） 



様式１４－１ 

 

 

 

 

 

 

様式１４－３～様式１６－３  （略） 

様式１４－１ 

 

 

 

 

 

 

様式１４－３～様式１６－３  （略） 



様式１８ 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

様式１９～様式２１  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１９～様式２１  （略） 



（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２１－２ 

 

 
 

 

 

 



様式２２－１ 

 

 

 

 

 

 

様式２２－１ 

 

 

 

 

 

 



様式２２－２ 

 

 

 

 

 

 

様式２２－２ 

 

 
 

 

 

 



様式２２－３ 

 

 

 

 

 

 

様式２２－３ 

 

 

 

 

 

 



様式２２－４ 

 

 

 

 

 

様式２２－５～様式３２ （略） 

様式２２－４ 

 

 

 

 

 

様式２２－５～様式３２ （略） 



様式３３ 

 

 

 

 

 

 

 

様式３４－１～様式３９ （略） 

様式３３ 

 

 
 

 

 

 

様式３４－１～様式３９ （略） 
 


